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【事例６】

○ 事例名等

１．取組の背景、検討を開始した契機・導入過程

（1）取組の背景

（2）検討を開始した契機・導入過程

事例名 より分かりやすい財政状況の公表

団体名 東京都港区

新たな視点を加えた財政状況の分析及び財政構造の質的な転換、また、財政状況や取組についてわかりやすく
公表し、区民により一層開かれた財政運営を実現することを目的として、平成11年度決算から企業会計の考え方
を導入した財務書類として財政レポートの作成・公表を開始。現在まで、より分かりやすい財政状況の公表のた
め、毎年見直しを行っている。

平成11年度決算から財政課にて財政レポートを作成開始。
平成20年7月「港区の会計制度改革に関する検討委員会」を設置し、平成21年度決算から「総務省方式改訂モ

デル」により財政レポートを作成開始。
　総務省要請による「統一的な基準の導入」に伴い、平成27年度に「港区の会計制度改革に関する検討委員会・
財務書類公表・活用部会」を設置。部会のメンバーは財政課、企画課、会計室、情報政策課の実務担当及び公認
会計士。具体的な検討事項は、「統一的な基準」による財務書類の作成・公表及び財政レポートの構成の見直し、
内容の充実化に主眼を置いた。
　財政レポートの検討にあたっては、「財政の状況や取組について、より分かりやすく公表」をテーマに、財務書類
の活用について以下の通り改善を図った。

① 視覚的に分かりやすくなるよう財務書類に写真や絵などを活用
② 区民に身近な事業の行政コストをより分かりやすい形で分析・公表
③ 区有施設においても、利用実績を踏まえた利用者一人あたりのコストを財務書類を用いて分析・公表

財政レポートに記載すべき内容について議論を行い、その結果が次の図である。
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【事例６】

２．効果

３．他の自治体の参考となる点、今後の課題等

（1）他の自治体の参考となると考えられる点

（2）今後の課題等

行政コスト計算書は、事業や施設の管理運営に係るコストを明らかにできるほか、そこから一般財源充当率や一
人あたりのコストなどが判明し、事業スキームを見直すきっかけになると思われる。

現在は、選定した事業及び施設について、所管する部署に対する調査結果をもとに財政課職員にて行政コスト
計算書を個別に作成している。今後は、公会計システムを使用して、財務伝票にセグメント情報を入力し、容易に
全ての事業・施設ごとに作成するだけでなく、組織別の行政コスト計算書を作成し、より分かりやすい財政状況を
公表していきたい。
　さらに、単式簿記では得られない資産、負債等の情報を含めた区の財政状況の分析を行い、施策事業の方向性
の決定に活かす等、区民に情報提供することを目指したい。

・区民、議会への説明責任の向上
・職員のコスト意識の向上
・決算（執行率）だけではないコスト分析
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